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部　局　名 件数 　　　面積（㎡）

危機管理局 0 0

企画総務部 7 5,780.18

県民環境部 0 0

保健福祉部 3 2,395.80

商工労働部 0 0

農林水産部 0 0

県土整備部 7 2,770.60

企業局 1 498.33

病院局 2 333.18

教育委員会 2 3,717.44

警察本部 3 1,220.33

合　　計 25 16,715.86 総額：約７億円

名　　　　　称 所　　在　　地 土地面積（㎡） 構造物の有無

旧脇町警察署職員公舎敷地 脇町字小星726-1 1,925.88 無

旧高瀬谷砂防設備跡地 美馬市美馬町字境目１０７－７ 803.90 無

市場町県有地 市場町大字市場上野段524-1の一部 1,001.16 無

旧保育専門学院 徳島市城東町２丁目２０ 1,093.69 無

旧消防学校 徳島市城東町２丁目２０ 208.73 無

出納長公舎 徳島市中徳島町２７-2 431.21 有

企画総務部長公舎 徳島市中徳島町２７-1 315.61 有

(企画総務部) 7件 5,780.18

名　　　　　称 所　　在　　地 土地面積（㎡） 構造物の有無

美波保健所職員公舎 海部郡美波町日和佐浦　３９１－５ 196.84 有

盲人福祉センター敷地 徳島市富田橋６丁目１ 1,080.63 無

旧女性支援センター 徳島市富田橋６丁目３番地 1,118.33 無

（保健福祉部） 3件 2,395.80

名　　　　　称 所　　在　　地 土地面積（㎡） 構造物の有無

旧小鳴門橋管理 鳴門市瀬戸町明神字弐軒家

事務所職員公舎 ４１番地３外

末広有料道路事業代替地跡地 徳島市新浜町１丁目 51.03 無

鳴門市鳴門町土佐泊浦字大谷49-1 550.00 無

鳴門市鳴門町土佐泊浦字黒山150-1 154.00 無

廃道敷き 宍喰町大字宍喰浦字金目9-3,4 1,142.77 無

土地区画換残地 徳島市山城西二丁目78 110.38 無

道路用地残地 日和佐町日和佐浦 27.17 無

（県土整備部） 7件 2,770.60

名　　　　　称 所　　在　　地 土地面積（㎡） 構造物の有無

旧勝浦寮跡地 勝浦町大字生名字大前53-1 498.33 無

（企業局） 1件 498.33

名　　　　　称 所　　在　　地 土地面積（㎡） 構造物の有無

海部病院医師公舎跡地 海部郡牟岐町大字中村字本村235-2 114.54 無

海部病院 海部郡牟岐町大字中村字

旧院長公舎跡地 杉谷194-4

（病院局） 2件 333.18

名　　　　　称 所　　在　　地 土地面積（㎡） 構造物の有無

勝浦高校実習地 勝浦町沼江字叶原39-1 1,766.80 有

教職員公舎一宇団地 つるぎ町一宇太刀之本154 1,950.64 有

（教育委員会） 2件 3,717.44

名　　　　　称 所　　在　　地 土地面積（㎡） 構造物の有無

旧警察本部職員公舎

跡地（富田橋）

旧市場警察署職員公舎跡地 阿波市上野段５１７－１０ 687.32 無

小松島警察署旧中田町駐在所 小松島市中田町字千代ヶ原17-13 89.46 無

（警察本部） 3件 1,220.33

徳島市富田橋５丁目５

＜19年度売却予定の
未利用財産の状況＞

有735.25

無218.64

県道鳴門公園線改築事業代替
地跡地

443.55 無
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＜処分方針検討中の未利用財産の主なもの＞

大松川廃堤敷(左岸　徳島
市域)

徳島市大松町榎原外73-2外 2,958.05 無
約９千万円前

後

小樋川埋立地 徳島市南昭和町7丁目外 1,671.59 無 約２億円前後

岩倉県有地 美馬市脇町小星 45,689.13 有 －
時価の推計
が困難

城西高校佐古山演習林 徳島市佐古山町諏訪山 71,702.08 無
約７千万円前

後

旧教育研修センター 徳島市万代町５丁目22-9 3,143.66 有 －
時価の推計
が困難

旧情報処理教育センター 徳島市万代町５丁目54-4 2,515.96 有 －
時価の推計
が困難

旧日和佐高等学校 美波町奥河内井の上13-2 30,245.09 有
約１２億２千万
円前後

旧宍喰商業高等学校 海陽町久保字松本141-1ほか 22,670.88 有
約４億９千万円

前後

旧山川少年自然の家 吉野川市山川町奥野井344-2 48,842.11 有
約６千万円前

後

計：約２０億万円程度

金額（概算） 備　考構造物の有無名　　　　　称 所　　在　　地 土地面積（㎡）
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※一般会計の決算ベース（1～5，13～16年度はＮＴＴ債を除く。）
※18年度は見込み数値。19年度以降は将来の県債発行額を毎年▲３％（19地財普通建設伸び）、長期金利を年４％として試算したもの。

県債の発行状況及び公債費の推移

   県債の発行額は、国の経済対策に伴う公共事業や県税の補てん等により平成４年度以降急増し、そのピークは平成１０年度となっているが、平成１３年
度以降、地方の一般財源不足に対応するため臨時財政対策債の発行が続いていることも県債発行が高止まる要因となっている。
（臨財債許可額 ⑬９８億円 ⑭２０７億円 ⑮３８６億円 ⑯２８４億円 ⑰２１９億円 ⑱１９７億円 ⑲１７８億円）
　公債費は、平成２０年代半ばまでにそのピークを迎える見込みである。
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発行額別公債費推移

844

889

913914

850

913

940

967

934

952

946
939

922

949952955

937

962
969964

億円

840

860

880

900

920

940

960

980

18 19 20 21 22 23 24
年度

公債費

⑲以降発行ゼロ
19～21年度迄発行抑制毎年▲３０％（臨時財政対策債を除く）　
19～21年度迄発行抑制毎年▲２０％（　　　　　同上　 　　　   ）　　
19～21年度迄発行抑制毎年▲1０％（　　　　　同上　 　　　   ）　　
19～21年度迄発行抑制毎年▲  ３％　 　　　　　 　 　　　      　　　  
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（単位：億円）

道県名 島根 高知 秋田 富山 徳島 福井 北海道 鳥取 新潟 長野 山形 青森 石川 山梨 鹿児島 岩手 大分 佐賀 宮崎 山口 熊本 愛媛 香川 福島 和歌山 長崎 奈良 沖縄 D,E 合計

公債費 A 1,056 878 1,105 922 806 765 4,332 630 1,857 1,578 1,014 1,181 876 744 1,364 1,148 920 681 872 1,029 1,168 928 628 1,272 710 956 740 640 30,801

標準財政規模 B 2,472 2,328 3,033 2,557 2,239 2,192 12,473 1,824 5,405 4,606 2,991 3,515 2,654 2,261 4,231 3,616 2,912 2,162 2,831 3,360 3,827 3,094 2,188 4,463 2,523 3,399 2,641 2,838 94,636

標準財政規模対比 A/B 42.7% 37.7% 36.4% 36.1% 36.0% 34.9% 34.7% 34.5% 34.4% 34.3% 33.9% 33.6% 33.0% 32.9% 32.2% 31.8% 31.6% 31.5% 30.8% 30.6% 30.5% 30.0% 28.7% 28.5% 28.1% 28.1% 28.0% 22.6% 32.5%

平成１７年度普通会計決算における公債費の状況（標準財政規模対比）
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D,Eｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 32.5%

○徳島県における公債費は、標準財政規模対比で３６．０％であり、Ｄ・Ｅグループ２８道県中で第５位、Ｄグループ１５道県中では第２位である。
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※標準財政規模対比＝普通建設事業費／標準財政規模、18年度は普通会計当初予算ベース

　　　　　　　　　　　　　　　18年度の標準財政規模は17年度分を採用

区　　分 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18
徳島県普通建設事業費（億
円） 1,900 2,100 2,116 1,968 2,133 2,186 2,191 1,975 1,832 1,560 1,357 1,340 1,165

全国普通建設事業費（億円） 159,405 175,245 168,043 157,322 164,631 152,264 137,362 127,241 117,507 103,981 92,924 85,592 81,423
徳島県標準財政規模対比全
国順位（降順） 18 17 14 20 18 7 4 6 4 7 5 4 -

普通建設事業費（決算）の推移
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○歳出一般財源所要額に対する、歳入確保対策の状況

　（平成１８年度当初予算）
　　・耐震改修等の投資的事業を実施するため、２１世紀創造基金を９５億円取り崩し対応
　　・行革実施を前提に、通常債に上乗せ発行が認められる、行革推進債等を６２億円、
　　　退職手当債を１９億円充当

　　　　→なお不足する歳出充当一般財源を補うため、財政調整的基金を２２９億円取り崩して対応
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投資的経費

補助金等

その他

公債費

扶助費

人件費

税交付金

財政調整的基金

２１世紀創造基金

県　税

地方交付税

所得譲与税

臨時財政対策債

地方消費税清算金

その他

一般財源
2,655億円

裁量的経費
799億円

義務的経費
2,438億円

行革推進債等

基金が
無くなれば、
歳出を圧縮する
必要がある

(主なもの）
・公共事業（補助・県単・直轄）
　　　　　　　　　　　　　　　２５１億円
・その他（県有施設耐震化等）
　　　　　　　　　　　　　　　１５８億円

県税の内一定の率を
市町村等に交付

・県債の元金、利息償還

・老人医療費　６１億円
・障害者自立支援給付費　１１億円
・介護保険　９１億円
・重度心身障害者医療　１０億円
・乳幼児医療助成　５億円　等

いわゆる収支不足額

退職手当債
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